
Title ビルマにおける開発政策の転換と経済発展
Sub Title Policy shift and development performance in Burma
Author 小浜, 裕久

Publisher 慶應義塾経済学会
Publication year 1980

Jtitle 三田学会雑誌 (Keio journal of economics). Vol.73, No.4 (1980. 8) ,p.627(129)- 637(139) 
JaLC DOI 10.14991/001.19800801-0129
Abstract
Notes 研究ノート
Genre Journal Article
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=AN00234610-19800801-

0129

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その権利は著作権法によって
保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic societies, or
publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


I は じ め に

ビルマ経済は，1948年の独立後，長い混部期を経て 

1962年のネ . ゥィンに軍事政権が成立した後も，19ア4 
年の民政移管に至るまで，一時期を除いてはとんど停 

滞していたといえる。1960年から77年にかけての1 人 

当りG N Pの成長率は，わずか0 ‘9%であった。同じ期

間にお い て , ィ リ ピン, インドネシア , マレーシア , 
タイ，シンガポールといった他の東南アジア諸国の1 
人当りGNPの成長率が，それぞれ2 . 5%, 3.3% , 3 .9  
%, 4.5% , 7 .5 % であったという事実をみると，い 

かにビルマの経済が停滞していたかが明らかとなる。

シソガポ一ルは急速な工業化によって高度成長を達成 

した国なので直接比較するわけにはいかないが，他の 

4 か国は大体，第一次産樂のゥ- ィトが高く，- 次産 

品を輸出するといったビルマと似た経済構造を持った 

国々である。

これら4 か国同様，ゼルマは'自然資源に恵まれた国’ 
である，と考えられる。それでは一体なぜビルプ経済 

だけが低迷していたのであろうか。この問いに对して， 

マ ク ロ ，デ ー タ に よって概括的な解答を与えることが 

本ノトの目的である。

1962年の軍事クーデクー以来，1974年に民政移管が 

行なわれたが，実質的には15年以上もネ. ゥィン体制 

が続いており ,いわゆる rピルマ式社会主義(Burmese 
S ocia lism )]に基づいて経済運営が行なわれている。

rビルマ式社会主義j は一盤̂のナショナリズムであり， 

経済政策についていうと，統制経济的色彩が強く，対 

外経済政策は保i鎖的であるC桐尘，1979. 7 ページ)。一 

般的に言って，統制経済とIポ鎮的対外経済政策は結び

力きやすく，開放的対外政策をとると，政府によるffl 
内経済に対するコントP•— ルは問接的なものとなる 

(Myint, 1968, 294ページ)。ビルマは, 1948年の独立以 

来-^貫して統制 . 閉鎮的経済政策をとってきており， 

開放的な開発政策をとってきたマレーシア，フィリピ 

ン，タイといったA S E A N諸国とは対照的である。

ビルマは独立後も長く第2 次大戦による混乱から立 

ち直ることができず，経済連営に関して様々な問題に 

みまわれた。たとえぱ，戦前のビルャは世界最大の米 

輸出国の1 つであったが，独立後の米流通機構の非効 

率性のために，首都ラングーンにおいても時として米 

不足にみまわれ，暴動が起こったこともあった。経済 

運営の失敗による停滞の事室はいかんともしがたく， 

ビルマ政府は1970年代に入って，基本政策としてのrビ 
ルマ式社会主義」の理念を放棄したわけではないもの 

の，経済政策の現実的正を余儀なくされた。本論は， 

このような経済政策と経済成長実績の関係を分析しよ 

うとする'ものである。第 D節においては，ビルマ経済 

の構造と経游停滞の実態を概観し，第 ]11節では，経済 

政策の変イ匕と成長実績との閱係を梭討するこれらの 

分析に基づいて，ビルマがこれまでとってきた開発政 

策の評価を最後に行なう。

I ビルマ経済の構造と経资停滞

1 . ピルマの経済溝造

王朝時代のビルマ経资を知るための詳しい資料は得 

られないが，，業中心の経済であったことは間違いな 

いととろで，米が国内最大のま品であゥたと者えられ 

ている（大野，101~2ページ)◊イギリスは, 3 回にわた 

るビルマ，イギリス戦争(1824-26% -,I852年，I885年〉

注（1 ) 1人当り GNP の成長率は，The World Bank, JVoHd Dev&topment Report, 1 9 7 9 ,付表1によるく
— -1 2 9  ( び り 一
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を通じて，はぱヒ:ルマ全土を領有した。ビルプ王国の 

中心は上ビルマであつたが，イ ギ リ ス ビルプ経営政 

策の重点は，ラングーンを中心とするデルタ地城（下 

ビルマ）の水旧開発におかれ，上ビルマから下ビルマへ 

の労働移動が始まり，それでも労働力が不足したため 

に，イギリスはインドの労働力導入をはかり，様々な 

政策措置をとった。これが，ビルマのイギリス，インド 

に対する二重的従属関係の萌芽であり，独立後の[豹鎮 

的対外政策を理解する上での重要な伏線となっている。

第 3 次ビルマ，イギリス戦争（I885年）によってビ 

ルマ全士がイギリスの支配下に入った時のビルマにお 

ける水m面糖は，370万ユーカーであったものが，30 
年後の1915年には1,000万エ一力一をこえ, I 935年には 

1,200万エー力に達した（大p f , I22ぺ…ジ)。水田面積の 

拡張に比例して，ビルマからの米輸出も増大し，1881 
年に 52 万トンであったものが，1901年には 140万ト 

ンをこえ， 1941年には3!50万トンの輸出を記録しすこ 

(Fisher. 436ページX 第 1 まおよぴ第2 表に， 戦前期

第 1 表戦前期アジアにける米穀生産 W (精米100ガ トン，%)
ピルマ 仏領 

インド 
シナ

タ イ 朝 鮮 台 湾 日 本 インド ジャワ 11か国

合計

インド
を除く 10か国
合計

1910/11〜1919/20 4.03 3.37 1.92 1.69 0.62 7.16 26.61 3.02 49.37 22.76
( 8 ,2 ) ( 6 .8 ) ( 3 .9 ) ( 3 .4 ) ( 1 .3 ) (14.5) (53.9) ( 6 .1 )

1915/16〜1924/25 4.45 3.21 2.34 1.87 0.66 7.64 27.39 3.22 52.19 24.80
( 8 .5 ) ( 6 .2 ) ( 4 .5 ) ( 3 .6 ) ( 1.3) (14.6) C52.5) ( 6 .2 )

1920/21-4929/30 4.79 3.53 2.74 1.95 0.78 7.81 26.27 3.31 52.84 26.57
( 9 .1 ) ( 6 .7 ) ( 5 .2 ) ( 3 .7 ) ( 1 .5 ) (14.8) (49.7) ( 6 .3 )

1925/26〜1934/35 4.94 3.64 2.83 2.14 0.98 7.98 26.50 3.55 54.34 27.84
( 9 .1 ) ( 6 .7 ) ( 5 .2 ) ( 3 .9 ) ( 1.8) (14.7) (48,8) ( 6 .5 )

1930/31〜1939/40 4.91 3.75 2.83 2.51 1.17 8.36 26.45 3.82 55.70 29.25
( 8 .8 ) ( 6 ,7 ) ( 5 .1 ) C 4.5) ( 2 .1 ) (15.0) (47.5) ( 6 .9 )

資料：Wickizer and B e n n e tt ,付ま 2。
注 ：（1 ) 数字は10年平均値。‘ヵグコ内の数字は11か国合計に対すさ百分比。

( 2 ) ビルマ，仏領インドシナ, タイ, 朝鮮，台湾，日本, インド，ジャワ, マラヤ, セイロン,フィリピン 

の11か国。

第 2 表戦前期アジア諸国の米輸出W
(精米1000トン，％)

ビルマ
仏領ィ
ンドシ 
ナ

タ イ 朝 鮮 台 湾
5 か国 

台計

1911〜 20 2,269 1,066 761 202 88 4,385(51.7) (24,3) (17.4) ( 4 .6 ) ( 2 .0 )
1916〜 25 2,394 1,221 911 378 119 5,021(47.7) (24.3) (18.1) ( 7 .5 ) ( 2 .4 )
1921〜 30 2,701 1,319 1,150 589 189 5,948(45.4) (22.2) (19.3) (9 .9 ) ( 3 .2 )
1926〜 35 3,003 1,290 1,337 898 370 6,898(43.5) (18.7) (19.4) (13.0) ( 5 .4 )

(21 (3) (3) (3)1931〜 40 3,033 1,259 1,510 1,100 552 7,427(40.8) (17.0) (20.3) (14.8) ( 7 .4 )
資料：Wickizer and Bennett, 付ま 4。
注 ：（1 ) 数宇は10年平均力ッコ内数字は 5 かpj合計に对 

する百分比。
( 2 ) 1931~39 年の 均。

( 3 ) 1931~38ギの乎均。

130(&^8)

のアジアにおける米の生ま量および输出量が 

示されている。第 1 まから，戦前期のアジア 

にお、、てビルマがインド，日本という米の純 

輸入国を除けば，最大の米生産国であったこ 

とがわかる。第 2 表は，戦前期アジアにおけ 

る米の生要輸出国の輸出量をまわレたもので 

ある。このまから，ビルマの米輸出量は，戦 

前期のアジアにお、て田倒的に大きかったと 

とがわかる。まに示した5 か国の米輸出量合 

計に対するビルマのシ：>：ア一は低下斌向にあ 

るものの，戦前期においては， ビルマの米輸 

出量は常にタイの2 捨以上であった，という 

ことができる。 .
第 3 表は，敝前期ビルマの輸出構造をまわ 

したものである。 ビルマの輸出の80%以上が 

いわゆる一次ま品で占められており，米と石 

油のニ大輪出品だけで7 割 以 上 の シ プーを 

占めていることがわかる。
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戦前期において，英領ビルマはアジア最大の米輸 

出国であったにもかかわらず，戦後においては,ビ 

ルマの米輸出は絶対的にも相対的にも低下した。第 

4 表に戦後におけるビルマとタイの米輪出量と世界 

総輸出量に占めるシcnア一が示されている。この表 

はピルマの米輸出がいかに急激に減少したかを教え 

てくれる。I960年 には， ビルマは175万トンを輸 

出し， 世界最大の米輸出国であった（FAO, Trade 
Yearbook, 1961)。1960 年頃までは，世界最大の輸出 

国の 1 つであったビルマが，1970年代に入ると，世 

界総輸出量に占めるシ:nアーも10% をはるかに下回 

るようになってしまった。データのとれる最近年で 

ある 1978年においては，ビルマの米輸出量は35方 

トンであり，世界総輸出量に対する割合はわずか 

3 ,6  %であった。この年アメリカは228万トンの米 

を輸出し，世界最大の輸出国であった。アメリカに 

続いて，は下中国，タイ，バキスタン，韓国，イタ 

リアの順であり，ビルマの輪出は第7 位にまで落ち 

た （FAO, Trade Yearbook, 1978)。1960 年に 175 万 

トンを輸出し第1 位であっすこビルマが，19ア8年にわ 

ずか 5 分の 1 の35万トンしか輸出せず，第 7 位に落 

ちたという事実は異常といえる。I960年のビル'^の 

人口が2 ,280 万人で， それが 19ア8 年には3 , 221 万 

人となっているから（IMF, International Financial 
Statistics Yearbook, 1 9 79 ),この間の年平均人口増加 

率は2.0%である。 2 % という人口増加率は，発展 

途上国の平均を下回る (The World Bank, World 
Development Report. 1979,付表17)。したがって， 何ら 

かの経済的要因が働、て世界市場におけるビルマの米 

輸出のウェイトが急激に低下したと考えざるを得ない。 

第 5 表に 1962, 70, 7 7年度の人口1 人当りの切生産量 

およびへクタ一ル当りの糊生産量の推移が示されてい 

る。1962年度から7 7年度の1 5年間に,士地生産性は 

年率にして2 % の伸びをみせているものの，人口 1 人 

当りの生産は，はとんど横ぱいである。何故このよう 

に生産性が伸びないか，という点がビル'^経済の停滞 

を考える上で，もっとも重要なポイントであると思わ 

れる。 '
次に産業構造および輪出構造の変化をみることにし 

. よう。第 6 まは，農業，工業，サービスという3 部門 

のシアーの変化をみたも cbである。1950年代に工業 

部門のシ* ア が 急 上 昇 ，その分農業のシェア一が低 

下しているが，それ以條ビルマの産業構造は，ほとんど 

变化していない0 産業構造があまり恋化しないのと对

第 3 表戦前湖ビルマの輪W 倩造

dOO万ルビ一)
1896-1905 1906-1915 1916-1925 1926-1935

米 134 229 304 332
(72.0) (69.6) (55.6) (56.0)

石 油 12 41 92 137
(6 .5 ) (12.5) (16.8) (23.1)

林産物 16 20 . 36 37
(8 .6 ) (6 .1 ) (6 .6 ) (6 .2 )

鉱産物 0.3 3 .5 22 42
(0 .2 ) ( 1 .1 ) (4 .0 ) (7 .1 )

総輸出 186 329 547 593
資料：大野，130ページ。 で 

注 ：カッコ內の数字は，総輸出に対する百分比。

第 4 表ビルマとタイの米輸出

(1,000トン， % )

資料：FAO, Trade Yearbook,各年版。

注 ：数字は5年平均値。ヵッコ内の数宇は世界総:輪出量に 

対する亩分比。 ，

照的に，ピルマの輸出構造には大きな変化がみられる 

(第7 表)。独立以前には米に次いで第2 の輸出品であ 

った石油の輸出が，独立後ははとんどゼロになってし 

まった。これは石油資源が戦前期の輸出で枯渴してし 

まったとは思えないから，何らかのそれ以外の要因に 

よって石油の輸出が激減したと考えるべきである。すこ 

しかに戦争による設備の破城， 内の内乱によるパイ 

プラインの切断といったことも影響していると思われ 

るが，最大の原因は，外国系石油会社の国有化によっ 

て，油旧開発に必要とされる技術および資本の不足で 

あると考えられる。さらに1978年に至っ.で，チークの 

輸出が米をぬいて第1 位になつた点も注目される。

第 5 表，人口 1 人当リ权生蛮量および土地生産性

1962/63 1970/71 1977/78
1 人当り物生産（k g /人) 
士 地 生 産 性 (k g/h a)

301
1,449

295
1,705

305
1,961

資料：Ministry of Planning and Finance (Bur- 
me), Report to the Pyitlm HluHaw,

注 ：数字はすべて3 年平均値。

131^6 2 9 )

1950 1960 1970 1976
ピルマ 1,231.3 1,626.6 570'8 428.2

(26.9) (30.5) (6 .5 ) (4 .6 )
タ イ 1,293.5 1,255.0 1,371.8 1,685.4

(28.2) (23.5) (15.0) (17.9)
世界計 4,584.0 5 ,338 .3 8,794.2 9,400.4

I

I
I

I
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第 6 表ビルマにおける産業 fき造の変化（》 

(100万チャット，1969/70年価格；%)
農 業 【2) ェ 業 サ ー ビスね1 GDP

, 14)1955/56 1,937 685 1,880 4,501
(43.0) (15.2) (41.8)

(5)1960/61 2,444 1,646 3,446 7,536
(32.4) (21.8) (45.7)

(6)1965/66 3,229 1,781 3,737 8,747
(36.9) (20.4) (42.7)

1970/71 3,817 2,087 4,305 10,209
(37.4) (20.4) (42.2)

1975/76 4,287 2,274 5,187 11,748
(36.5) (19-4) (44.2)

資料 ニ Central Statistical and Economics Department 
(Burma), Statistical Yearbook, Ministry of 

Planning and Finance (Burma), Report to the 
Pyithu H lu tta w ,各年版。 -

注 ：（II数字は5 年平均値。ヵッコ内の数字はGDPに対する 

百分}to
{2濃業には漁業，林業が含まれている。

(3Hトービスには，商業, 銀行，保除，その他サーピ;̂
力’、含まれる。農業，サービス以外のすべてのセクタ 

一が工業に含まれている。
(4UM7/48年価格。

(5}1961/62 年価格。

(6) 3年平均値。

第 7 表 ビルマの主要輪出品 (1)
• (100万チャット，％)

1939 1950 1960 1970 1978
米 . 242 677.8 714.7 271.3 499.3

(46.9) (78.0) (66.9) (46.6) (30.0)
キ' »<— ク 31 29.8 88.0 144.3 576.0

( 6 .0 ) ( 3 .4 ) (.8.2) (24.8) (34.6)
油カス 3 5.3 57.3 35.3 46.4

( 0 .6 ) ( 0 .6 ) ( 5 .4 ) ( 6 .1 ) ( 2 ,8 )
豆 類 9 31.5(2) 48.2 41.0 60.2

( 1 .7 ) ( 3 .0 ) ( 4 .5 ) ( 7 .0 ) ( 3 .6 )
石 油 109 0 0 .4 n. a. n. a.

(21.1) ( 0 ) ( 6 .0 )
総輪出 516 868.5 1,069 581.9 1,665.9
資料：Central Statistical and Economics Deportmeut (Burma),

Statistical Yearbook, 1961, 1965. IMF, International Fincm. 
cial Statistics, 1972 Supplement, 1979 Yearbook.

注 ：{1徽宇は1978年のものを除いて5 年平均値◊力'ツコ内の数字は総輸出
額に占める百分比。 ■

{2)1951ギと52̂ ?|̂ の平均0
2 . ビルマ経済の停滞 ア諸国の戦後における輸出量および生まの復與の程度

戦後ピルマの経済回復のぺースは，他の東南アジアを比較したものである。ビルャは, 1957年It：至るまで戦 

諸国と比絞してきわめて遅かった0第 8 表は ,来南プジ前の総生座水準を回復できなかった（Paauw, 75ペー

— 132 (,630')— ，
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第 1 圆ビルマの輪出量の変化（1975=100)

へ  I \
米輸出量指数

1950 55 60 65 70 75
資料：IMF, iHtevuatioHal Financial Statistics, 1972 Suipplement, 1979 Yearbook. 
注 ：3年移動平均値。 ’

第 8 表東南アジア諸国の戦後に teける経済復興

(%)
^ '

958〜60年におけ 
る輪出量の1937年 
に対する比率

1960年における実 
質総生産の戦前水 
準に対する比率

ビ ノ レ マ 48 111
インドネシア 121 111
マ ラ ャ 167 164
フ ィ リピン 163 201
タ イ 149 191
出所：Paauw (1963), 75,.82ページ。

ジ，Myint, 1967, 2?8ページ)。これよりさらに重大な点 

;は，1958年力、ら 6 0年にかけての輪出量が193ア年水 

準の50%以下である，ということである。第 1 因は独 

立後のビルマの輸出量の变化をみたものである力；，19 
.60年〜62年をピークに信じられないような輸出数量の 

低下がみられる。この輸出量の激減は，政権交替前後 

の経済混乱と， 年に成立したip：事政権のれ出した 

>閉鎮経済政策によるものと考えられる。

対外関係だけでなく，国内経濟も1962 年から7 4年 

の軍事政権下にあって全く停滞していた。 1%2/ 6 3 ギ

注（2 ) 成提本は3年平均磁をパれ、てf  |算.しすこ。Ministry of 
HluttaWy 各：̂}̂版。

度から19ア2/7 3 年度にかけての宾質G D Pおよび 1 人

当り契質G D Pの年平均成長率は，それぞれ2.55% , 
( 2 )  ^0 .57%であった。切の生まについてみると1%1/62年 

度〜6V 64 年度平均で700万トンであっ たもの，.が， 

1976/77年度〜7 7 /7 8年度には933万トンに墙加した。 

この期間における糊生 •の年平均増加率は1 .9 % にな 

る。しかしながら同じ期間に， ビルマの人口は年率 

2 .1 %で増加したから， 1 人当り切生産は実量で減少 

したことになる(Jiゆor~t to the Pyithu Hluttaw')^

i n 経済政策の変化と成長実績

独立後のビルマは，大きく分けて3 つの時代に区分 

すること力’、できる。第 1 期は 1948年から62 年までの 

時代であり，第 2 期は 1962 年からア4 年までの冗事政 

権期，第 3 期が 1974年の民政移管以降の時代で， こ 

れが今日まで続いている◊本節ではまず初めに，取 

政権下のいわゆるr社会主義J 的経済政策を概観し， 

次いで，持統的経済停滞によって余儀なくされた政策 

転換についてふれ，最後に政饿較換前後の成長!!^績を 

比較することにする。

Planning aiid Finance(Buniia), Report to the Pyithu

I
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1 . f社会主義j 的経済政策

1% 2年の軍事クーデター後，，命評議会は『ビルマ 

式社会主義への道（The Burmese Way to Socialism)』

を発表し，1947年の憲法を，ビルマ式社会主義の実現 

および国家統一にとって好ましくないものとして杏定 

した。これに基づいてネ . ウィンは1963年 2 月 r新経 

济政策j を発まし，一速の経済国有化政策がスタート 

した。「新経済政策」の主要項目は以下の通り（桐Ik,
1975,193ページ）。

( 1 ) 物資の生産，購入，販売，流通について政府が 

直接行なうことができ’る，

( 2 ) 外国貿易はすべて@有化される，

( 3 ) 米の購入はすべて農ま物服売庁（The Union 
of Burma Agricultural Marketing Board; UB 
A M B )が行なう，

(4) 精米工場も将来la有化される，

( 5 ) 工業部門らおける新規民間投資は禁止，

( 6 ) 将来民問工業部f うも® 有化される。

この国有化政策に加えて閉鎮的経済政策も発表され

た。この政策は，独立以前にビルマ経済を支配してい 

た外国人に対するナシ3 ナリスティジタな反感と密接 

に関速している。ビルマは植民宗主国のイギリスに従 

属していただけでなく，より直接的にはインドに従属 

しており，い わ ば 「二重の植民地的従属関係j におか 

れていたと考えられる。ビル,マ('よ刘•インドの貿易関係 

において，常に弱い立場に立たされていたとレ、われて

第 9 表ビルマにおける貿易佑存度の変化

(100万チャット,％ )
1950 1955 1960 1965 1970 1975

輪 ’出 833 1,170 1,153 1,048 557 1,240(21.0) (20.6) (16.6) (14.1) (5.5) (5.3)
輸 入 613 1,133 1,308 1,101 834 1,578(15.4) (19.9) (18.8) (14.8) (8.2) (6.8)

輸出+ 輸入 1,446 2,303 2,461 2,149 1,391 2,818(36.4) (40.5) (35.4) (28.8) (13.6) (12.り
GDP 3,976 5,691 6,960 7.449 10,204 23,206

booko
注 ：数宇はすべて3 く平均値。

力ッコめの数字はG D Pに対する百分比。

いる（矢内原，63, I 37ページ)。贸易関係だけでなく国内 

における士地所/(ザに関してもビルマ人のインド人に对 

する反感はi旗い。たとえぱチ;^，ティア（Chettyar)
注（3 )

( 4 )

と呼ぱれる南インド出森の世襲的金資し業者は，戦前 

期ビルマの農民に対し，士地を担保にして高利の金を 

資付けていた。20ili：紀初頭の米プームが続いている限 

り問題はなかったが，その後の世界不況によって米の 

価格が低下し，ビル'^の農民は借金の形に土地をとら 

れるようになった。したがって年とともに不在地主の 

割合がふえ，1905年には 64%であゥたものが，1935 
年にはその率は81%にまで上昇した。不在地主の大部 

分はインド人であったと言われて1/、る （大野，126~7ぺ 

- ジ)。1931年にはラングーン市民の半数以上がインド
, ( 3 )
人であった。

•■ニ® 的従属関係j に対する反感から独立後ビルマ 

政府はイギリス人のみならずインド人，中国人などを 

国外に追放した。軍事政権がおし進めた閉鎮的経済政 

策も発想とし'ては同一線上にあると考えられる。この 

政策の要点は，（り外国民間投資の禁止，<ii}贸易均衡主 

義，邮援助受入れの制限，などである（アジア経済研究 

所，！97も 5ア1ページ) o 外国からの資金フロ一力，、ほとん 

どなく，贸易场衡主義をとる以上,米などの主要翰出品 

の伸びがなけれぱ貿嚴f t 縮少せざるを得ない。この結 

果，第 9 表から明らかなようにビルマの外国貿易依存 

度は急激に低下している。1950年代には，ビルマの賀 

易依存度（G D Pに対する輪出入合計額の割合）は，1950 
年代は35%以上であったものが，1970年代に入っては 

15%以下にまで落ちこんだ。貧易依存度のこのような 

急激な低下は世界広しといえどもビルマだけであ

对外的にも国内的にもビ 

ルマ経済の中心は米である。

[新経済政策J に従ってビ 

ルマ政府は，米の国内取引， 

国際取引を直接行なうよう 

になった。その基本は価格 

の統制と農民による政府へ 

の生産物の義務的供出であ 

る。この供出制度は本質的 

には差額地代を国家が吸収 

* する，という考え方に立っ

ており，さらに公定価格に 

よる供出が米作経営の収益 

性をきわめて低いものにしている（奔藤， 3 ページ，24 
〜25ぺ一ジ）。

. 政府は米のlU内価格を低くおさえ，高い価热で输出

ビルマ人の割合はわずかに30.5%であった。矢|[ら299ページ◊
The World Bank, World Development Report, 1 9 7 9 ,付ま5 にある各国の輸山依存度の液化を参照(

一"- 134 {632 ) —— .
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第10表ビルマにおける米の買上げ価格と輸出価格

( チャジト / トン）

1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974
(1)輸出価格 

(2〉政府賀上げ価格

496
248

2.00

515
248

2.08

596
263

2.27

698
284

2.46

589
284

2.07

403
284

1.42

363 
284 
し28

417
329

1.27

585
471

1.24

1960
707

2.77
資料：Ministry of Planning and Finance

することによってその差額を国家の収入源としている。 

第 10表は， 政府の米の買上げ価格と輸出価格の推務 

をみたものであろ0 ビルマ政府が平均しで，民からの 

買入れ価格の2 倍程鹿で米を輸出していることがわか 

る。国際価格と比較的連動していると思われる米の闇 

市場が存在す'るにもかかわらず，政府が米の買入れ価 

格を抵くおさえているが故に農民のインセンティプが 

欠如し，これがビルマにおける持続的な経済停滞を説 

明する重要なファクターであると考えられる。

農民における^ ンセンチィプの欠如と，国有化政策 

によって生じた米の流通シスチムの非効率性のために， 

ビルマ経済の中に-^種の経済停滞の悪循環といったも 

のが生れたようにみえる。米の生産, 輸出，価格の推 

移が第11表に示されている。表の第2 列， 3 列から，

第 1 因でみた来輸出量の低下だけでなく，輸出比率も 

急速に低下していることがわかる。第 6 列には，糊の

政府賈上げ量の総生産に対する割合が示されているが， 

この比率は年々のま動が激しく，年によっては10% 台 

に落ちこむこともある。価格についてみると，通常は 

政府の買上げ価格が市場価格より低く，極端な年では 

3 倍くらいの開きがある。このように乖離した2 本の 

彻価格が存在するということは，切の取引に関して少 

なくとも2 つの市場が存在していると解釈することも 

できる。さらに加えて，データを入手することは当然 

のこととしてきわめてむずかしいが，-ビルマ経済にと 

って® 市場のゥイトはかなり大きいといわれている。 

先に述べた米輸出の急激な低下には，ビルマ国内の米 

集荷システムの非効ギもかかわって1(、ると思われる。 

さらに戦前期におい，て米の流通，輸出マーケティング 

機能を果していたイギリスんインドん中国人を国 

外に追放してしまったことも大きく影響しているはず 

で あ る （東本，321〜2 ページ) o 米はビルマの最大の输

第11表ビルマにおける米の生まおよび価格

(1,000トン，チヤ ト/ 1 0 0バスケット）

米 U 糊 価 格 .

生 産 輸 W 輸出/生ま{% ) 生 産
政府買 
上げ量

政府買上げ 
量/生産 (% ).

政 府 買  
上げ価格

ポ 場  
価 格

政府買上 
げ価格/  
市場価格

1963 4,982 1,620 33 7,554 n. a. — n. a. n. a» 一

1964 4,537 1,516 33 7,660 4,004 52 322 322 1‘00
1965 4,854 1,309 27 8,373 4,014 48 322 320 1.01
1966 4,588 1/115 24 7,928 3,240 41 ■ 347 500 0.69
1967 ' 3,828 649 17 6,532 2,009 31 351 1,400 0.25
1968 4,536 347 8 7,64 ク 2,159 28 369 1,329 0.28
1969 4,663 364 8 7,896 3,004 38 369 924 0,40
1970 4,639 666 14 7,859 2,965 38 369 508 0.73
1971 4,746 775 16 8,033 2,957 37 369 587 0.63
1972 4,754 715 15 8,046 2,205 27 381 1,122 0.34
1973 4,272 262 6 7,241 1,219 17 438 1,544 0.28
1974 4,995 225 5 8,466 1,515 18 600 1,631 0.37
1975 4,984 192 4 8,448 2,833 34 900 1,881 0.48
資料：Ministry of Planning and Finance (Burina)j Report to the Pyithu H lu ttaw ,各年版。

—— 1 3 5 ( ^ 5 5 ) ——
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第 2 図粗の政府買上げ比率と相対価格の閲係

政府貿上 
げ比;率

%

0 .5 0

1970 19751964
資料：第11表。

出品である。したがって，米輸出の激減はビルマにと 

って外貨不足をもたらす。工業部門の効率的操業のた 

めには，ビルマは原材料，機械，部品などを輸入に頼 

らなくてはならない。それゆえ，外賀:が不足すると貿 

易均衡主義をとる以上輸入制限をせざるを得ず，した 

がって工業部門の成長を望むことが't?きない。これが 

ビルマ経済における停滞り悪循環をもたらす。ビルマ 

が停滞から脱出するためには，どこかでこの連鎮を断 

ち切らなくてはならない。

ビルマ政府は，觀の政府買上げ0 標量を公表してい 

ないが，1%2年以来目標を達成したのは1 回しかない 

と言われている。第11まの第6 列からわかるように， 

1973, 74年などは，物の政府買上げ比率（政府買上げ量 

の生産量に対する比率）は17, 8 % ときわめて低い0 1974 
年 6 月には小売店の頭から米が资を消し，暴動がお 

きている（アジア経済Ilf究所，1975, 503ページ)。政府の

買入れ価格が市場価格をかなり下回るため，豊作の 

年といえども政府買上げ比率が高まるとは限らない。 

第 2 図は， 政府買上げ比率と切の相対価格( m ( m  
に対する政府資上げ価格の比ポ）の間の連関をみたもので 

ある0 図からは料の政府賀上げ比率と相対伽i格の問に 

は相関がありそうである。事実両者問には統計的にま' 
意な巧の和関関係がある。本来ならぱ，政府の物賀上

げ目標に対する達成率と相対価格との関係をみるべき 

かもしれないが，データが得られないので政府買上げ 

ネ 比率でもって代用した。このような切の政府買上げ化 

相対価格率と相対伽格の相関は，ビルマの農民の行動；̂1価格反 

応的であるということの証拠である，と解釈すること 

1 * 0 0 もできよう0

2 . 経済停滞と政策転換

ビルマ政府がとった国有化政策や閉f身的経済政策は, 
たしかに一国経済を統合するといった役割を果したか 

もしれない。しかしながら，1970年代に入り，打ち続 

く経済停滞をいかんとも、しがたく，ビルマ政府は政策 

転換にふみきらざるを得ない状況においこまれた。ビ 

ルマ政府は「社会主義_!、的経済政策原則を放棄したわ 

けではないが，1974年の民政移管以降，現実的政策後 

正が始まった。ビルマ政府は，I960年代における経済 

運営の失敗を公式に認めた。

1970年代に入って，ビルマ政府は閉鎮的対外経済政 

策を頑なに守ることはあきらめたようである。 ビルマ 

は積極的tこ外国資本を/受け入れる姿勢を示し始めた。 

1962年d 軍ま:政権成立以後初めてマルタバン湾油田開 

発に外国民間資本の参加が許可された（ァジァ経済研究 

所，1974, 571ペ ー ジ ) o 第 I2 まは,デ ィスバスメント 

•ベースでのビルマの対外公的債筋および長期資金フ 

ローの推移をみたものである。公的債務でみても長期 

資本の純流入でみても,1 9 7 3 年頃を境に急にジャンプ 

していることが読みとれる。このデータは，ビルマ政 

府が外資に関して開放化の方向へ転換したことを物語 

っている。投資についてみると，1977/7S年度には13 
億チャツト（1969/ ア0年庇価格）と前年の9 億チャットを 

大きぐ上回り， 1978/79年にはさらに 21 億チャット 

(約4. 5 億ドル) と急速な投資増加をみせている（第13ま)。 

第 'I2 まの数字と考え合わせると，これは明らかに外 

国からの資金フロ一によるものと考えられる。

注（6 ) (政府買上げ比率） = 15.8267+33.8508 (相対価格） 

( t =5.2892)

3- ■政策転換前後の成長ま績 

1970年代に入っての自由化政饿のおかげで，ビルマ 

の工業部門は停滞を脱し始めたようである。1970/71 
年鹿から I974/ 7 5年度にかけて每年工業生は-^イナ 

ス成長であったのが，1975/ ア6 |̂-ニ度のエ業部門の成長 

率は+  12*6%であった（アジア経济班究所，1977, 471ぺ 

ージ)。この数字からもビル々経済が停滞から脱出し

i^»=0.7367
136 ( 634')
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第I2表ビルマの対外公的債務および長期資本流入

<100万u s ドル）

1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978
公 的 債 務

(ディス バ 一 ス メ ン ト）

長期資本純流入

18.7  

n. a.
30.1  
n. a.

24.2
- 1 . 3

16.1
0 .6

38.3
5 .3

47.4
12.1

94.6  
63:プ

66.5  
40‘2

46.5
40.2

47.3
20.8

171.1
67.2

213.8
132.0

資料 ニ The World Bank. World Debt Tables 各年版。

IMF, Balance of Payments Yearbook, V o l.28, International Financial Statistics, May 1978, 
January 1980.

始めた兆候を読みとることができる。

1962/ 63 年度から1972/ 7 3 年度の期間における実質

G D Pおよび1 人当りG D Pの年平均成長率は， それ

ぞれ2 . 6%, 0 ,6%であった。軍政期における0 .6%と

いう 1 人当りG D Pの成長率は，まさに r停滞J とい

う言葉があてはまる数字である。このような低成長に

対して，1974年の民政移管後の成長実績はかなり良い

ものである。I975/ 7 6年庇から I977/78年度にかけて

の実質G D Pおよび1 人当りG D Pの年平均成長率は，

それぞれ5.9% , 3 .6%であり，軍政期の成長率と比較( 6 )
すると，それぞれ3 バーセント，ポイントも高い。 5

第I3表ビルマにおける投資 . G D P比率の推移

(100万チャヴト， 1969/70年価格）

GDP 投 資
投資丄G D f 
比 率 （％)

1962/63 8,290 815 9 .8
1965/66 8,725 918 10.5
1970/71 10,335 1,088 10.5
1975/76 11,643 830 7.1
1978/79 13,870 2,138 15.4
資料：Minstry of Planning and Finance (Bur­

ma), Report to the Pyithii HtuttaW,各年 

版。 '
注 ：数字は1978/79年度を除いて3 年平均値。

年移動平均による実質G D Pおよび 1 人当りG D Pの

第 3 図ビルマにおける実質G D Pおよび1 人当リG D Pの成長率（5 年移動平均)

資料：Ministry of Planning and Finance (Burma), Report to the Pyitlm HhUtdW，1979/80,
IMF, International Financial Statistics Yearbook 1979,

成長率の変化が第3 図に示されている。この図からま動平均によらない実質経済成長傘は4 ないし5 % であ 

ず第 1 にわかる点は，独立直後から19(35, 66年 頃 ま で り ，1976 /77 年度の 6.1% , 77 /7S年度の6.0% , 78/ 
の期間については，趨勢的に成長率の诚速がみられる。 7 9年度の (3‘7% という成長率にくらべると2 パーセン 

次に注目すべき点は，1974年以陈，成 長 率 の 趨 勢 的 加 ト ，ポイント程低い。

速化がみられることである。I960年代の終りにも成長 

率が年々増加する時期があるが，この時期における移

II
I

I

注 6 ) 成長#^は3年平均のを ;》いて計算した。

137 ( ^ 5 5 )
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F ビルマにおける開発政策の評細

ピルマは, ャレーシアやタイといった他の東南アジ 

アの国々と同様，自然資源に恵まれた国である。戦前 

期に第2 位の輸出品であつた石油も, 技術と資本さえ 

あればある程度の外貨収入の担い手になることが期待 

できる。しかしながら， 国内で石他開発に必要な技 

術 ，資本を調達できなけれぱ外国資本に頼らなけれぱ 

ならないが，そめ際ビルマ政府が閉鎖的対外経済政策 

をどのように修正していくかが問題である。長期的か 

つ首尾一貫した開‘放化政策がとられない限り，.外国資 

本の十分な流入はむずかしい。

米の輸出にしても，現在のような初米供出制度の下 

では農民のインモンティプの欠如は覆うべくもなく， 

生産性の向上や耕地面積の拡大を期待することはでき 

ない。これとても， r社会主義J 的経済政策の原則に 

ふれるかもしれないが，農民に对してインセンチィプ 

を与えるような政策転換を行ない，国内の流通シスチ 

ムの効率化，輸出マーケティングの充実をはかるなら 

ぱ，米輸出が大幅に増大することも十分考えられる。

さらに重要な点は闇市場の問題である。ラングーン 

はじめ地方都市においても日常生活物資のかなりの部 

分が密輸品によってまかなわれている，といわれてい 

る（桐生，I974, 101ペ ー ジ )。 これは異常としか言いよう 

がない。闇市場のユイトがこれ程大きいということ 

は，その.ような市場を非合法のものとしている制鹿の 

ほうが間違っている，ということである。現実に合わ 

せて言いかえるならぱ，国民の甚本的な要求に応じら 

れるような形に制庇の修正を行なうならぱ，経済の運 

営は現在よりもスムーズに行なうことができるように 

なろう。

3K南アジアには比較的自然資源の豊かな国が多いが, 
持続的経済成長のためには，比較的豊富でかつ未利用 

の資源を効率的かつ有効に利用しなくてはならない。

商アジアの国々は比較的国内ホ場が小さいので，軍 

政下のビルマがとったような|V.j鎖的開発政策は望まし 

くない。，

ビルマだけでなく植民地支配を受けた経験をもつ国 

が，外国人あるいは1■従属的経済俳造J に対して朔い 

反感を持つことは现解できる。ビルマは，イギリス本 

国だけでなくインドにも従ぼしたという二世の経済的 

従厲関係をしいられていたために，他の国よりも反外 

園の感情ぱ強く，それが閉鎖的，統制的経済政策とな

って表われているわけである。1970年代に入ってから 

の政策転換前後の成長ま績を比岐すれぱ，I960年代に 

おけるビルマ経済の停滞の大部分は，持続的経済成長 

のためには市場メカニズムの活用および開放的な対■外 

経済関係といったととが重要であるということを認識 

せずに行なった開発政策の失敗に帰すべきであろう。
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